
(注)　人件費には、市長等三役､市議会議員､各種行政委員会委員等の特別職に支給される給料･報酬、

事業費支弁職員の人件費を含む。

(注)　1 職員手当には、退職手当を含まない。

2 職員数は、平成26年4月1日現在の人数である。

4 給与費には、事業費支弁職員の給与費を含む。

(注) 

2　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したもの
である。

千円

6,511

合計B

6,357

千円

給与費

千円

956,267

(参考)類似団体平均1人当たり

給与費B/A

6,617,285

千円

4,098,111

職員手当

2,326,367

職員数

1人当たり給与費

166,598

(2)職員給与費の状況(平成26年度普通会計決算)

小山市の給与・定員管理等について

１ 総括

(1)人件費の状況(平成26年度普通会計決算)

住民基本台帳人口 人件費率歳出額 人件費実質収支 (参考)25年度
の人件費率（28年1月1日） A B/AB

1,041
(41)

A

1　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の
職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員
の俸給月額を１００として計算した指数。

千円

(3)ラスパイレス指数の状況

3 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職
員数には当該職員を含んでいない（()内に外書き）。

期末･勤勉手当

人

16.4

千円

1,562,907

%

17.2

%千円千円

56,339,364

人

9,668,536

給料

3　平成24年及び平成25年は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措
置がないとした場合の値である。

千円

100.6  100.3  

98.8 

99.9  100.1  

98.5 

100.0 100.0  

98.6 
99.1 

100.0  

98.7 

95.0

100.0

105.0

小山市 類似団体平均 全国市平均 

H24.4.1

H25.4.1

H26.4.1

H27.4.1



①給料表の見直し

②地域手当の見直し

③その他の見直し内容

給与減額の状況

（給料表の改定実施時期）　平成２７年４月１日
（内容）　一般行政職の給料表については、国の見直し内容を踏まえ給料表水準を平均２％引下げ。若年層については引
下げなし。高齢層については最大４％程度引下げ。激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置
（現給保障）を実施。
　他の給料表については、一般給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

(4)給与制度の総合的見直しの実施状況について

　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成２７年４月１日実施）

(5)特記事項

（一般職）
　○給料の減額
　　主査級以上の職員の給料　１～２％減額（平成１９年４月～実施）
　○管理職手当の減額
　　１０％～１５％減額（平成８年７月～実施）

（特別職）
　○給料の減額
　　市長　１０％減額（平成１２年１０月～実施）
　　副市長および教育長　５％減額（平成１４年１月～実施）

（支給割合）　国基準３％に対し、小山市においても３％を支給。
（実施時期）　平成２７年４月１日より級地区分を６級地から７級地に引き下げ、支給割合は据え置く。



２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

①一般行政職

②技能労務職

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。(平成24年～平成26年の3ヶ年平均)

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員C」及び「民間D」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給

 された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

③消防職

－　

参 考【年収ベース(試算値)の比較】

289,141 円

－　388,444 円

50.2歳 －　 －　－　

公務員C C/D

－　

小　山　市

平均年齢
平均給与月額

現　行 国ベース

2,774,400 円

－　

2.012,765,400 円

－　

類 似 団 体

区　　分

区　　分

－　

306,750 円

5,557,400 円

－　 －　－　

302,600 円38.2歳

国

333,755 円

うち 用務員

小　山　市

50.6歳

民間D

423,877 円 373,485 円

－　

平均給料月額

－　

－　

対応する民間
の類似職種

226,000 円

職員数

国ベース

－　

－　

364,101 円

－　

1.77

346,828 円

類 似 団 体

国 43.5歳 334,283 円

民　　間

－　

平均給与月額
A

栃　木　県

うち 用務員

96人53.1歳

49人

43.4歳

41.8歳

区　　分
A/B

参考
平均
年齢

平均給与月額
B

54.6歳

337,600 円

平均給料月額

402,497 円

栃　木　県 372,487 円 －　51.7歳

－　

345,900 円 －　

平均
年齢

49.2歳361,857 円

200,300 円361,663 円

331,700 円

用 務 員

自家用乗用
自動車運転者

42.0歳

329,900 円

小　山　市

区　　分 平均年齢

(1)職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況(平成27年4月1日現在)

370,136 円

1.81

平均給与月額
(国ベース)

351,411 円

平均給料月額

53.9歳

－　

公　務　員

平均給与月額

320,400 円

現　行

408,996 円

341,885 円 418,911 円 372,600 円

323,064 円

354,233 円

小　山　市

392,452 円

402,533 円 354,512 円

うち 自動車運転手

類 似 団 体 124人

5,436,200 円

－　

38.8歳

48.3歳

うち 自動車運転手

－　

1.96

328,514 円

国 2,994人 328,318 円

394,563 円288人

399,542 円7人



④医師・歯科医師職

平成25年4月1日から小山市民病院が地方独立行政法人に移行したため該当なし。

⑤薬剤師・医療技術職

平成25年4月1日から小山市民病院が地方独立行政法人に移行したため該当なし。

⑥看護・保健職

(注) 1 「平均給料月額」とは、平成27年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

2 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当

　などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされて

　いるものである。

　 また、｢平均給与月額（国ベース）｣は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等

　を除いたもの）で算出している。

385,440 円

330,840 円

－　

区　　分 平均年齢 平均給料月額
平均給与月額

類 似 団 体

315,100 円

現　行

小　山　市

国 －　

38.4歳

46.7歳 316,503 円

293,000 円

174,200 円

348,185 円

区　　　 分

－　

経験年数20年

－　

経験年数30年

401,770 円

国ベース

－　

(2)職員の初任給の状況(平成27年4月1日現在)

栃木県

大 学 卒

短 大 卒

368,582 円37.6歳

371,270 円

364,824 円
経験年数25年

388,929 円

高 校 卒

－　

142,100 円142,100 円

174,200 円

高 校 卒技 能 労 務 職

区　　　 分

151,800 円

289,908 円

一 般 行 政 職

(3)職員の経験年数別､学歴別平均給料月額の状況(平成27年4月1日現在)

128,000 円 144,200 円

経験年数10年

大 学 卒

高 校 卒
一 般 行 政 職

高 校 卒技 能 労 務 職 －　

249,170 円

146,500 円

－　

346,447 円

318,322 円

国

－　

180,800 円

小山市



３　一般行政職の級別職員数および給料表の状況

(1)一般行政職の級別職員の状況(平成27年4月1日現在)

(注) 1 小山市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

(2)昇給への勤務成績の反映状況

　地方公務員法第40条に基づき、毎年1月1日を評価基準日として、全職員を対象に「小山市人事評価
制度」により勤務評定を実施している。
　評価制度により、職位・職種ごとに定める評価要素による5段階（Ｓ･Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ）の絶対評価
を行い、当該評価結果を昇任・昇格及び定期昇給の判断の基礎資料として活用している。

1級

主事・技師等主査主任

179 人 51 人

18.7%

3級

13.3%7.7%27.1%

124 人

2級

88 人

19.9%

課長・所長部長等 係長

4級5級

構成比 9.4%2.4% 1.5%

6級

62 人

8級

標準的な
職務内容

区分 7級

16 人 10 人職員数 132 人

平成27年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比 

8級 2.4% 2.4% 1.9%

7級 1.5% 2.1% 1.9%

6級 9.4% 14.9% 15.8%

5級 19.9% 32.9% 34.7%

4級 27.1% 10.9% 15.4%

3級 7.7% 7.9% 12.3%

2級 18.7% 16.4% 9.3%

1級 13.3% 12.5% 8.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%



４ 職員手当の状況

千円 千円

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

　(注)　（　）内は､再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

1.勤務成績の評定の実施状況

2.勤勉手当への勤務実績の反映状況

月分

月分

月分

月分

千円 千円

　(注)　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成26年度に退職した職員に支給された平均額である。

支給実績（２６年度決算） 千円

支給職員1人当たり平均支給年額（２６年度決算） 千円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

1.50

（ 0.70 ）

勤続35年

最高限度額

自己都合

20.445

29.145

41.325

国

月分

月分

月分

月分

　・役職加算　   5～20％

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　   5～20％

（支給率）

小山市(全事業）

（加算措置の状況）

18

職制上の段階、職務の級等による加算措置

25.55625

34.5825

49.59

49.59

16,865 22,729

自己都合

１人当たり平均支給額

6 3 6

4

（ラスパイレス指数）

　(注)　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与
水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。

99.1

（99.1）

地域手当補正後ラスパイレス指数

（補正前のラスパイレス指数×（1＋当該団体の地域手当支給率）／（1＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）
により算出。）

国と同じ

その他の加算措置 その他の加算措置

宇都宮市

支給対象職員数

区　分（全事業）

支給率支給対象地域

小山市

野木町

142,873

全職種

1,144

21

国の制度（支給率）

（支給率）

勤続20年

応募認定・定年

国と同じ

49.59

応募認定・定年

　・役職加算　   5～20％

東京都特別区 18 3

(3)地域手当(平成27年4月1日現在)

　定年前早期特例措置　（国と同じ） 　定年前早期特例措置　（2～45％加算）

勤続25年

勤続35年

3

4

122

3

１人当たり平均支給額（２６年度）

1,646

2.601.50

（ 0.70 ）

(1)期末勤勉手当

(2)退職手当(平成27年4月1日現在)

（ 0.70 ） （ 1.45 ）

1.50

小山市(全事業)

1,514

１人当たり平均支給額（２６年度）
－

2.60

国

（２６年度支給割合）（２６年度支給割合）

栃木県

2.60

（２６年度支給割合）

（ 1.45 ）

　・管理職加算　10～25％　・管理職加算　15～22％

（ 1.45 ）

　地方公務員法第40条に基づき、毎年1月1日を評価基準日として、全職員を対象に「小山市人事評価制度」により
勤務評定を実施している。
　評価は、「業績・態度・能力」の３つの評価項目で構成され、職位・職種ごとに定める評価要素により、5段階
（Ｓ･Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ）の絶対評価を行っている。

職制上の段階、職務の級等による加算措置

 「小山市人事評価制度」による平成26年度の評価結果を平成27年度12月期の勤勉手当の「成績率」に反映させた。

（加算措置の状況）

最高限度額

勤続20年

勤続25年



《病院事業・水道事業除く》

％

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

特定の勤務箇所

120,000円

変則勤務箇所

0円

水処理センターに勤務する職員
（変則勤務者を除く）

主な支給対象業務

職員全体に占める手当支給職員の割合（２６年度）

89,250円

ごみ収集・運搬その他の清掃作業

社会福祉業務

右の業務に従事した職員

右の業務に従事した職員

右の業務に従事した職員

特定の勤務箇所に勤務

中央公民館、図書館、博物館、美
術館、生涯スポーツ課、城南出張
所、文書館に勤務する職員

年末年始における勤務

行旅死人又は変死人の収容等

感染症の患者若しくはその疑いの
ある患者の収容その他必要な措置
または病原体の付着若しくは付着
のおそれのある物件の処理作業

危険な作業

清掃作業

用地取得交渉

(4)特殊勤務手当(平成27年4月1日現在)

右の業務に従事した職員

1回

月

月

日

（再任用）

月

300

350

2,500

9,000

3,000

3,500

月

1件

行旅病人の救治、収容等

生活保護法に関する業務

1体

支給単価

3,500

10,000

2,000

3,500

5,000

300

支給実績
（26年度決算）

5,000

350

6,000

500

4,000

400

350

月

日

月

月

1,000

月

（再任用）

月   2,400 円

月

1回

日

月

440,000円給食調理業務

変則勤務箇所に勤務

月   2,800 円

建築物環境衛生管理技術者の資格
を有する職員のうち、市長が指定
する職員

建築主事の資格を有する職員のう
ち、市長が指定する職員

1,500,000円

建築主事の業務

355,000円

犬猫死体処理作業

右の業務に従事した職員

38,500円

39,000円

電気事業法第72条の規定による電
気主任技術者に指定された職員

特定高圧ガス・ボイラー又は危険
物取り扱い及び保安管理責任者

千円

手当の名称

市税賦課に関する調査のために出
張し１日５時間を超えて従事した
とき

市税徴収、滞納処分等のために出
張し従事したとき

支給実績（２６年度決算）

市税等賦課
及び徴収事務

特定建築物の環境衛生
維持管理業務

特定建築物の環境衛生維持管理業
務

水処理センターに勤務する職員

建築主事

584,500円

360,000円

176,000円

96,000円

潜水作業（訓練を含む）

電気主任技術者の業務

右の業務に従事した職員

0円

特定高圧ガス・ボイラー又は危険
物取り扱い及び保安管理を行う法
令に基づく責任者として市長に選
任された職員

84,000円

変則勤務箇所に勤務

右の業務に従事した職員

主な支給対象職員

市税外収入金の滞納金及び未納金
の徴収のために出張し従事したと
き

日

47,100円

340,000円

9,000円 日

日

日

日

1,014,000円

151,500円

特定高圧ガス・ボイ
ラー又は危険物取り扱
い及び保安管理責任者

18 千円

種類

区　分 全職種

支給職員１人当たり平均支給年額（２６年度決算）

5,750

28.2

市場業務及びこれと同等の業務 36,000円 月 1,500

行旅死病人及び変死人
収容等

0円

電気主任技術者

現地において行う公共用地の取得
又は、これに伴う補償に係る交渉
の業務

手当の種類（手当数） 14

240,000円 月

給食調理業務

市場勤務手当
栃木県南公設地方卸売市場事務組
合に勤務する職員

病害虫駆除のため医薬用劇物の散
布作業または実地指導

地上７メートル以上の高所または
地下５メートル以上の深所におい
ての土木･建築･消防作業または作
業の監督

市道舗装の新設、補修作業

30,000円

0円

300

4,000

2,000



円

円

円

円

円

円

円

円

《病院事業》

平成25年4月1日から小山市民病院が地方独立行政法人に移行したため該当なし。

《水道事業》

％

円

円

円

円

円

円

円

円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（26年度決算）
支給単価

建築物環境衛生管理技術者の資格
を有する職員のうち、市長が指定
する職員

特定建築物の環境衛生維持管理業
務

特定建築物の環境衛生
維持管理業務

右の業務に従事した職員
地上7メートル以上の高所又は地下
5メートル以上の深所において作業
又は作業の監督

高所又は深所
業務従事

水道技術管理者
水道法(昭和32年法律第177号)第
19条に基づき水道技術管理者に任
命された職員

水道法(昭和32年法律第177号)第19
条に基づく水道技術管理者

電気主任技術者

手当の名称

支給職員１人当たり平均支給年額（２６年度決算）

7

緊急水道工事待機

滞納整理

主な支給対象業務

消防法(昭和23年法律第186号)に定
める危険物取扱者で、危険物の取
扱い及び保安管理業務

労働安全衛生法(昭和47年法律第57
号)に基づいて選任された作業主任
者で、ボイラーの取扱い及び保安
管理業務

危険物取扱者

ボイラー取扱作業
主任者

主な支給対象職員

手当の種類（手当数）

区　分

96,000円

60

教員特殊業務手当

6,000

日 3,400

1,000

4～5時間
2,000

0円週休日等の部活動指導業務

日

修学旅行、林間・臨海学校等にお
いて児童・生徒を引率して行う指
導業務で宿泊を伴うもの

非常災害時における児童・生徒の
保護、緊急の防災、復旧の業務

6,400

児童・生徒の負傷、疾病等に伴う
救急の業務

6,000

日

右の業務に従事した任期付教職員

0円 日

対外運動競技への引率指導業務で
宿泊を伴うもの又は週休日等に行
うもの

3,000

2～3時間

日 3,400

0円

6時間以上

児童・生徒に対する緊急の補導業
務

500

消防法(昭和23年法律第186号)に
定める危険物取扱者

労働安全衛生法(昭和47年法律第
57号)に基づいて選任された職員

右の業務に従事した職員

右の業務に従事した職員

支給実績
（26年度決算）

4,000

千円

種類

職員全体に占める手当支給職員の割合（２６年度） 15.0

千円

支給実績（２６年度決算）

月

0円

0円

0円

42,000円

0円

0円

300

月

3,500

1回

42,000円

350日0円

月

日

月 3,500

3,500

支給単価

180

電気主任技術者に選任された職員

全職種

3,500

月

滞納整理に従事 0円

緊急の水道工事に備え、所定勤務
時間外に待機

0円

電気主任技術者に選任され高圧電
気装置の点検及び修理に従事



《病院事業・水道事業除く》

《病院事業》

平成25年4月1日から小山市民病院が地方独立行政法人に移行したため該当なし。

《水道事業》

　1　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

《病院事業・水道事業除く》

円

円

円

3 満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子

円

円 ～ 円

円 ～ 円

円 ～ 円

　

円 ～ 円

円 ～ 円

円 ～ 円

平成25年4月1日から小山市民病院が地方独立行政法人に移行したため該当なし。

勤務1時間当たりの給与額の25/100

義務教育
等教員
特別手当

管理職手当の区分に応じて

単身赴任
手当

6,000 45,000

1 単身（異動等に伴い転居し、やむを得ない事情により配偶者
と別居）

夜間勤務
手当

2 別居の距離が100㎞以上は加算

教員経験年数及び学歴の区分に応じて　2,200円 ～　4,000円

10,000

同じ

1 任期付教職員

管理職員
特別勤務

手当

休日勤務
手当

1 正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前5時まで
の間に勤務する職員

勤務1時間当たりの給与額の135/100

1 祝日法による休日等に勤務した職員

106

－

234

(6)その他の手当(平成27年4月1日現在)

8,158

215

13,000

千円

職に応じて48,000円～85,000円

千円

276
23,000

同じ

75

支給実績（２５年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（２５年度決算）

扶養
手当

4,738

同じ

2 配偶者以外の扶養親族

641

千円同じ

　2　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成26年度決算）」と同じ年度の4月1日現
在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短
時間勤務職員を含む。

(注)

円

1人につき5,000円加算

異なる
(交通用具使用者
は2,000円～
31,600円)

1 配偶者

※支給額は特例措置により10%～15%削減した

職員１人当たり平均支給年額（２６年度決算）

2 四輪自動車使用者(片道2km以上)

3,500

千円110,916

406

内容及び支給単価

支給実績（２６年度決算）

支給職員1人当たり平
均支給年額

（２６年度決算）

住居
手当

千円11,000 同じ

千円

手当名
国の制度との異同・

異なる内容
支給実績

（２６年度決算）

(5)時間外勤務手当

91,622 千円

62,230

千円

支給実績（２５年度決算）

402

職員１人当たり平均支給年額（２６年度決算）

408,932

2,600

55,0001 交通機関利用者 支給限度額

1 管理職員 千円

同じ

同じ

千円 183

276 千円

千円67,390 千円

千円

15,000

2 平日の深夜0時から5時までの間に勤務した管理職員

2,000 5,000

1 週休日・祝日法による休日等に勤務した管理職員

4,000

6時間を越える勤務 6,000

31,600

3 自転車･バイク使用者(片道2km以上)

44,200

35

千円

196

千円

－

29,487

管理職
手当

千円

千円

千円

千円

《病院事業》

74,557
通勤
手当

1 借家･借間 支給限度額 27,000 円

千円

千円

千円

千円

422,589

職員１人当たり平均支給年額（２５年度決算）

支給実績（２６年度決算）

367

6,500

職員に配偶者がない場合の1人目の子等

265



円

円

円

3 満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子

円

円 ～ 円

円 ～ 円

円 ～ 円

　

円 ～ 円

円 ～ 円

円 ～ 円

管理職
手当

1 管理職員 同じ

567
住居
手当

同じ 284 千円

千円1,814 千円 605

－

1,405 千円 78

※支給額は特例措置により10%～15%削減した額

職に応じて48,000円～85,000円

1 交通機関利用者 支給限度額 55,000

千円

2 四輪自動車使用者(片道2km以上)

3,500 44,200

3 自転車･バイク使用者(片道2km以上)

2,600 31,600

異なる
(交通用具使用者
は2,000円～
31,600円)

－

－夜間勤務
手当 同じ

6,000

休日勤務
手当

1 祝日法による休日等に勤務した職員
同じ

－

－

－

－

単身赴任
手当

1 単身（異動等に伴い転居し、やむを得ない事情により配偶者
と別居）

23,000 円

45,000

同じ

支給職員1人当たり平
均支給年額

（２６年度決算）

国の制度との異同・
異なる内容

《水道事業》

千円

支給実績
（２６年度決算）

千円

内容及び支給単価

2 配偶者以外の扶養親族

2,960 228職員に配偶者がない場合の1人目の子等

手当名

1 配偶者 13,000

同じ

1人につき5,000円加算

扶養
手当

11,000

6,500

2 平日の深夜0時から5時までの間に勤務した管理職員

2,000 5,000

管理職員
特別勤務

手当
同じ －

支給限度額 27,000 円

1 週休日・祝日法による休日等に勤務した管理職員

管理職手当の区分に応じて 4,000 10,000

6時間を越える勤務 6,000 15,000

2 別居の距離が100㎞以上は加算

通勤
手当

1 借家･借間 千円

勤務1時間当たりの給与額の25/100

1 正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前5時まで
の間に勤務する職員

勤務1時間当たりの給与額の135/100



５ 特別職の報酬等の状況(平成27年4月1日現在)

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 ×在職月数×42/100

円 ×在職月数×25/100

円 ×在職月数×21/100

(注) 1 給料は、市長10％、副市長及び教育長5％の減額措置を行った金額である。

　　　　

任期毎

－ 

724,000 445,000

45 ％加算

（２６年度支給割合）

（算定方式）

540,000

月分

360,000

（支給時期）

（加算措置の状況） 45

任期毎

任期毎

議　長

275,400

930,000

－ 

970,000

826,000

693,000

市　長

副市長

教育長

議　長

606,000

970,000
給　　料

副市長

報　　酬

教育長

退職手当

市　長

副市長

教育長

副議長

議　員

616,000

月分

826,000

693,000

3.10

660,000

％加算

（加算措置の状況）

3.10

区　分

市　長

（２６年度支給割合）

副議長

議　員 510,000

期末手当

給 料 月 額 等

（参考）類似団体における最高／最低額

1,118,000

385,000

600,000



６　職員数の状況

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由(各年4月1日現在)

職員配置の見直し

納税業務の見直し

退職不補充

健康づくりの企画立案

退職不補充

ロブレ利用推進の業務増

業務強化

事務の移行

再任用制度の活用

事務の統合

 (注) 1   職員数は一般職に属する職員数で､地方公務員の身分を保有する休職者､派遣職員などを含み、
臨時又は非常勤職員､教育長を除く｡

2  〔 　　〕内は、条例定数の合計である。

(2) 年齢別職員構成の状況（平成２７年４月１日現在）

1 1130
職員数

人 人

8 47 134 109 84 69 142 158

人 人 人 人 人 人人 人 人 人 人

77 104 197

47歳 51歳 55歳 59歳 以上
計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳

～ ～ ～ ～ ～ ～区分 ～ ～ ～ ～
44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

〔 1,398 〕 〔　△ 140 〕

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳

小計 99 95 △ 4

合　　　　計
1,140 1,130 △ 10

〔 1,538 〕

会
計
部
門

公
営
企
業
等

下水道 26 24 △ 2

その他 50 51 1 後期高齢者医療制度の業務増

小計 360 305 △ 55

普通会計 1,041 1,035 △ 6

政
部
門

特
別
行

教育 169 108 △ 61

* 人口１万人当たり職員数　62.35人

病院 3 1 △ 2

水道 20 19 △ 1

57 2

労働 0 0 0

職員配置の見直し・指定管理者制度の導入

消防 191 197 6

土木 132 136 4 エコ・ミュージアム対策推進等の業務増

小計 681 730 49 * 人口１万人当たり職員数　43.97人

民生 172 165 △ 7一
般
行
政
部
門

議会 10 10 0

総務企画 185 236 51

税務

農林水産 44 43 △ 1

商工 23 26 3

衛生 55

区分 
平成26年 平成27年 対前年増減数 主な増減理由

 部門

60 57 △ 3

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

20%

20歳未満 20～23 24～27 28～31 32～35 36～39 40～43 44～47 48～51 52～55 56～59 60歳以上 

構成比 

5年前

の構成

比 

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

20%

20歳未満 20～23 24～27 28～31 32～35 36～39 40～43 44～47 48～51 52～55 56～59 60歳以上 

構成比 

5年前

の構成

比 



(3) 職員数の推移
（単位：人・％）

（注） １　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数

　 ２　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数

３　公営企業等会計が25年に急減するのは、小山市民病院が独立行政法人に移行したためである。

（－26.40％）

４　一般行政部門と教育部門が27年に大きく増減するのは、両部門で大幅な組織改正による職員配置の見直しがあった
　ためである。

-331 （-76.92％）

総合計 1518 1492 1472 1166 1140 1130 -388

1035 -57 （－7.05％）

公営企業等会計 426 421 417 106 99 95

普通会計計 1092 1071 1055 1060 1041

消防 188 190 193 197 191 197 9 1.60%

教育 218 199 191 184 169 108 -110 (－28.39％)

一般行政 686 682 671 679 681 730 44 （－2.16％）

　　　　　　　　　　年度

　部門別
22年 23年 24年 25年 26年 27年

過去5年間
の増減数


